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中央部で標高１０ｍ以上の産業団地の空きは

2.8ha でしかなく，移転先としては不十分で

ある。津波浸水に伴う製造業の被害を推定 

移転候補地（２） 

用地不足の対応策は高台移転用の産業団地建

設である。たとえば，福島県が復興工業団地

を約 300ha で 150 億。高知県においては高知

ＩＣと南国ＩＣ付近に 60ha から 90ha 程の用

地を確保する。建設費用は 30～45 億円 （１

ha あたり 5000 万円で試算）移転費用は総額

で約 600 億円移転費用試算 釜原の移転例敷

地面積 1.5ha 移転費用に 10 億を要した（90ha

÷1.5ha×10 億） 

 

１１．産業団地建設 

図１１は各産業団地の特性におおじた場所を

選び図１１は各産業団地の特性におおじた場

所を選びのである。南国インターチェンジ付

近は標高が高く，利便性も高いため高台移転

の有力な候補地であると考えられる。 

 

12．結論 

製造業の高台移転の必要性を述べた。過程で

リスク分析を行い移転を決断した。 

各企業は高台移転に関する検討を行う必要が

ある。行政による産業団地建設と移転費用の

支援（長期融資）が必要である。 
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